
 
 

1-4 モニタリングの実行計画 

（1）利用の質に関するモニタリング 

①目的 
・特定の課題への対応策を検討するための調査ではなく、利用の全体像を捉えるための調

査として位置づける。 

 A 来島目的把握調査：居住地及び来島目的を把握し、出域者に占める観光客の割合を把握 

 B 来島者調査：屋久島を訪れる観光客の島内での動向や意識を把握 

 

②調査対象者 
A 来島目的把握調査 
・フェリー、高速船または飛行機を利用して島外に出域する人 
 
B 来島者調査 
・A のうち、来島目的が「観光（兼観光含む）」の人。なお、島民、外国人、ビジネス及び

帰省・冠婚葬祭目的客は対象外とする。 
 

③調査方法 
A 来島目的把握調査 
・対面聞き取り式を採用。具体的には、乗船又は搭乗又は乗船手続きが終わった人を対象

に、2～3 人おきに声を掛け、同行者数、居住地（島民・島外）及び来島目的を聞き取る。 
※サンプリングに偏りが生じないよう、可能な限り無作為抽出を心がける。 
※調査を拒否される件数もあわせて把握する。 
※外国人については、同行者数及び居住地のみ把握する。 
 
B 来島者調査 
・アンケート形式の調査票を手渡し配布し、郵送回収（後納郵便・返信用封筒付き）によ

る自己記入式を採用。具体的には、A のうち、来島目的が「観光（兼観光含む）」の出域

者に対し、調査票を手渡して記入・投函を依頼。 
※同行者が家族の場合は 1 枚、同行者がグループの場合は 4 人につき 1 枚となるよう配布

する。 
 
④調査地点 
・屋久島空港、宮之浦港（高速船乗り場及びフェリー乗り場）、安房港 
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図表 6 調査地点の設定におけるメリット・デメリットの整理 
 空海港調査 登山口調査 

メリット ・出口調査のため、確実に利用者を

押さえることができる。 
・屋久島を訪れる人の内、どの程度

が国立公園を訪れているのかな

ど、屋久島観光における山岳部利

用の状況といった俯瞰した情報

が入手可能。 
・雨天時でも調査が実施しやすい。 

・確実に山岳部利用者を対象とするこ

とができる。 
・道中の経験、装備、屎尿の回数など、

時間の経過とともに記憶が薄れてし

まう内容について経験直後に把握で

きる。 
・調査項目を絞れば、携帯トイレ調査

のように対面聞き取りも可能。 
デメリット ・山岳部利用者以外の回答数が増え

る可能性がある。 
・経験直後の回答ではない。 

・悪天候時の調査実施が難しい。 
・同じ人に 2 回調査する可能性がある。 
・行程全体の把握不可。 

 
⑤調査時期 
・年 5 回 

・・卒業旅行シーズン（3 月） 
・・ピーク①大型連休（5 月） 
・・ピーク②夏休み（8 月） 
・・ショルダーシーズン（11 月） 
・・オフシーズン（翌年 1 月） 

※調査を実施する際は 2 ヶ年度業務を想定し、3 月については初年度に、5 月から翌年

1 月については次年度に、それぞれ実施し、初年度の結果も踏まえて次年度に調査結

果をまとめて、1 シーズンの利用実態を把握する。 
 

⑥調査期間 
・ピーク①大型連休：大型連休後半を中心に 3 日間程度 
・ピーク②夏休み ：金・土・日曜日の 3 日間 
・卒業旅行シーズン、ショルダーシーズン、オフシーズン 

：（金・土・日の 3 日間×2 週）の 6 日間 
※金曜日は平日に観光旅行ができる客層、日曜日は週末に観光旅行をする客層を想定

し、土曜日は 2 つの客層の間の客層を想定。 
 

⑦調査時間 
・船舶：対象とする各便の出発時刻 1 時間前～出発時刻 5 分前 
・飛行機：対象とする各便の出発時刻 1 時間前～出発時刻 15 分前（保安検査締め切りが

15 分前のため） 
 

⑧来島者調査の目標配布数及び目標回答数 



 
 

・目標配布数 
5 期計 約 6,000 票（1,200 票/期×4 期＋600 票/期×1 期（オフシーズン）） 

 ・目標回答数 
5 期計 約 1,800 票（400 票/期×4 期＋200 票/期×1 期（オフシーズン）） 
※回収目標数の設定について：許容できる標本誤差の範囲を 5%とする場合（信頼区間 95%
で誤差±5%）、１期あたり最低 385 票の回収があることが望ましい。 

※回収率は、既存調査結果から約 35%と設定。 
 

⑨調査項目 
 基本属性 

 屋久島全体の来島者動向・意識 

 ・同行者、立ち寄り地点、滞在時間、現地での活動、満足度 など 

 山岳部利用者の動向・意識 

 ・利用したルート、山岳内での滞在時間、満足度、問題点 など 

 トピック的なテーマ 
・各山岳部トイレの利用率、携帯トイレの持参率、登山届けの提出率 など 

 

⑩調査頻度 
・3～5 年毎 

 

⑪その他 
・回答として有効な調査票は、配布後 1 ヶ月間以内に回収されたものとする。 
・調査票の回収先（返信用封筒に記載する宛先）は調査受託機関とし、「環境省委託事

業屋久島来島者調査係 行」という文言を含める。宛先だけではなく、封筒表面の目

立つ場所に環境省事業として実施している調査であることを明記する。 
・調査期間中は便毎の搭乗者数・乗船者数を把握し、搭乗者・乗船者に対する配布率

を算出する。 
・無回答の項目をカウントし、回答のしやすさについても整理する。 

 

⑫運用の仕組み（要検討） 
・利用者調査のガイドラインの検討（結果の共有、基本項目及びフェイスシート（訪

問場所、目的、居住地）の統一、スケジュールの調整など） 

 
⑬その他留意点、引き続き検討が必要な事項 

【⑥調査期間】 
・調査期間が 6 日間の場合、基本的には金土日の 3 日間を 1 セットとする（例：金

土日×2 週＝6 日間）。但し、土日と平日に大きな差がない場合は、平日を含めた



 
 

連続の日程（例：火水木金土日＝6 日間）での設定も可。 
【⑧来島者調査の目標配布数及び目標回答数】 

・搭乗率・乗船率、観光客比率は時期によって大きく変動する。そのため、今年度及び

来年度の 1 シーズン通した調査実施をふまえ、目標配布数、目標回収数、調査期間を

必要に応じて見直し、本実行計画に反映する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

図表 21 屋久島の保護地域に適した利用の管理方法の検討 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋久島山岳部における
利用の管理方法

利用の管理に関する
研究成果・理論／日本
各地の先行事例

・ すべての登山道が登山者にとって易しくある必要はな
い。棲み分けや色分けが必要である。

・ 縄文杉ルートや白谷雲水峡以外のマイナールートも画
一的に整備されている。利用のしやすさという面からは
良いことなのだが、マイナールートをねらって来る登山
客は、それらしい環境を求めてくる。そうすると登山客の
望んでいる部分とずれが出てしまうのではないか。

・ 難易度や利用頻度によって登山道を性格付けするシス
テムを作りたい。

・ きれいに整備された登山道と本来の姿のままの登山道
の間があってもよい。

・ 登山道によって、利用頻度、登山者数、登山者が求め
るものにばらつきがあるので、上手くマッチングできるシ
ステムができるとよい。

情報をわかりやすく発信すること
で、利用者とルートやコースを適
切にマッチングする。

・ 登山はリスクを楽しむ側面もあり、その点を利用側も認
識していないとそもそもの前提が崩れてしまうため、再
認識できるよう周知できるとよい。

マイナールートや無謀なコース
の選択を少なくすることで、利用
者による事故を防ぐ。

・ 現在は縄文杉に来る人が主だが、そうでない登山客に
も目を向けて、リスクを減らすだけでなく「楽しむ」ことを
目指しても良いのではないか。

利用者が期待する観光レクリ
エーション体験が得られる場
所、ルート、コースを明確にす
る。

・ 他のエリアへの影響を軽減するために、縄文杉と白谷
雲水峡はむしろ利用が集中してよいエリアとして位置づ
けて良いと思う。

・ 縄文杉と白谷雲水峡は一時期の過剰な混雑を経て
ピークを乗り切り、ある意味耐性ができている。ここに利
用を集中させて、それ以外のエリアを残すべきである。

・ これだけ人が入っているのであれば登山道も適切な整
備が必要になる。杭を打って土留めする方法がほとんど
であったが、かえって障害物になってしまうため方法を
変えた。永田ルートは年間2,000人程度の利用である
が、気象条件や地質、地形の条件が異なるため、一部
で崩壊が進んでいる。エリアごとに適した整備が必要で
ある。

・ 自然はそれほど時間がかからずに回復するものである。
ここまでなら問題ない、ここを超えるとまずい、という一定
の範囲がある。

・ 基準の設定にあたっては、科学的に設定するよりも、経
験則との間ですりあわせていく方がリアリティがあるように
思う。

・ あまりかっちりとした基準で管理していく方法はなじまな
い。少しゆるいくらいの感覚で折り合っていけるのがよ
い。

・ 利用者が増えて、実際に生態系にどのような影響がで
ているのかを示す数字（指標）を見たことがない。

・ 地道に事実をオープンにしていく必要がある。その際に
はただデータを出しても読み取り方が分からない場合
が多いので、分かりやすく伝える工夫が必要である。

・ 何よりもまず基準となるものがない。どの状態まで行った
ら荒れているというのか。

・ 何か対策を講じるなど変化を加えたら、それを追ってい
く必要がある。そうでないとその対策で効果があったの
かを振り返ることができない。

常時モニタリングすることにより
継続的な改善につなげ、管理・
運営に解決策を導く。

観光関係者へのヒアリング結果
（管理の方向性に関する主な意見）

指標の結果を分かり易く公表
し、関係者の意思決定に当たっ
ての材料とする。 Sustainable Tourism

Indicators（STI）／沖縄県
で導入事例あり

利用者のレベルとニーズに応じ
た、質の高い利用体験を提供す
る。

場所ごとの施設整備や管理目
標を明確にし、行政機関と民間
事業者でルートやコースに関す
る共通認識を構築する。

モニタリングによって観測される
指標値の変動幅の許容範囲を
あらかじめ定め、その範囲を超え
た場合に対応策を講じる。

Limits of Acceptable
Change System for
Wilderness Planning
（LAC）

Recreation Opportunity
Spectrum（ROS）／大雪
山、上高地、尾瀬で導入
事例あり
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